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はじめに

奈良教育大学教職大学院は、院生定員 1 学年 20 名、スタッフ 14 名（平成 22 年 4 月現

在、専任 12 名、みなし専任 2 名）という小規模な体制で、平成 19 年 12 月 3 日に認可を得、

平成 20 年 4 月に教職大学院（正式名称としては、奈良教育大学大学院教育学研究科専門職

学位課程 教職開発専攻）をスタートさせた。新設した教職大学院棟（2 階建て）を持ち、

教員スタッフも 14 名のうち、実務家専任 4 名、実務家みなし専任 2 名，教職経験者 10 名

という構成を持つことができている。また専門に関わっては、教育方法・教育課程・教育

評価・教育臨床，学校経営などの教職科目を専門とする教員に加え、教科教育に関わって

も入学する院生の要望に応じて、ほぼ全教科に対応できる専門性とその担当教職経験を持

つ教員を配置することができている（図画工作・美術と関わる教科教育の専門以外、全て

の教科教育の教員を専門スタッフとして 14 名の中に揃えている）。さらに、学内非常勤と

して、既設の教育学研究科の専攻か

らの科目担当支援もあり、現代的な

教育課題を取り上げられるように多

様な開講科目（表１参照；教職大学

院が大学院として、理論と実践の往

還を、院生の興味関心にも応じて行

えるように）を開設し、次のような

８つの点に特徴を持つ、工夫した指

導体制を持っている。

１ 多様な履修スタイルへの対応

本教職大学院は、小学校免許履修

プログラムを所持している。そのた

め中学校・高等学校の免許を所持状

況によって、その人が修了まで必要

とされる年限は異なるが、小学校の

免許を取得し、大学院で学べる 3 年

コースと 4 年コースが用意されてい

表１ 開設科目一覧



る（小学校免許に必要となる履修内容を学部の講義・

演習・実習を通して取得）。また 3，4 年コースの学生

と 2 年コースの院生が共同して学び会えるように（3，

4 年コースの院生も、学部に学びに出かけるだけでな

く、大学院のゼミや SPDE タイム（教職大学院の時間）

に参加し、院生としての学びは継続する）、約 45 人収

容の院生室に全院生が机とコンピュータ（1 人に 1 台

貸与）を与えられ、学びの空間を共有している（図１

参照）。

２ 各科目の役割の明確化

奈良教育大学教職大学院は設置当初から教育課程編成の枠組みであるカリキュラムフ

レームワーク（図２参照）を定め、各科目で培う力やその責任の範囲を明確にしている。

そのフレームワークは、図

３示すように、コア・スタ

ンダードと３つの教師像

（目指す専門性）と関わる

スタンダードからできてい

る。コア・スタンダードは、

学士課程や教職課程での学

びとの連続を図るための規

準であり、3 つの教師像（教

師像１「授業・教科指導の

図２ カリキュラムフレームワーク

図１ 院生室の様子

教職大学院 コア・スタンダード４

本学；学部:７つの目標資質能力基準 他学部の教職課程修了規準：教免法

教職院実習評価基準
（ストレート授業力含む）

専門性を持った教師

課題研究の評価基準
現職用実習・授業力規準

1年目修了時点の達成者のみ

スレショールドからア
ドバンストまで

５レベル

3年，4年プログラム学生の入り口指導

レベル１からレベ
ル４まで４レベル

１．授業・教科指導の
専門家として教師

３．スクール・リーダー
としての教師

２．生徒指導・カウンセリング
の専門家として教師

図３ 橋渡しのスタンダードと専門性のスタンダード



専門家としての教師」、教師像２「生徒指

導・カウンセリングの専門家としての教

師」、教師像３「スクールリーダとしての

教師」）は、大学院でそれぞれの院生が関

心を持って学ぶ事柄と関連する規準が記

されているものである。これは、院生が

履修モデル（アセスメントハンドブック

に収録）を参考にしながら、各科目の履

修を通して何を目指し（自分はコア・ス

タンダードで言えば今どのレベルの力を

身に付けているのか、自分の

立つ位置はどこか、教師像（専

門性スタンダード）として何

を目指すのか？自分は今どこ

に立っているか？どこに向か

うのか）、何を学び身に付ける

か、見通しがもてるように配

慮されたものであり、教職員

にとっても、組織的に各科目

の指導の範囲と責任を明確に

して取り組めるように工夫さ

れたものである（図４と図５

参照）。

３ 入口と出口の明確化とアセスメントガイドブック

また、各科目の履修に関わっても、どのような力をまず自分で身に付けておく必要があ

るのか、履修の過程で今自分はどのような学びの状況にあるのか、各科目の履修の修了時

点でどのような力の獲得を示す必要があるのか、院生が見通しを持って能動的に学べるよ

うに、各科目の入口と出口の明確化を図る工夫をしている（各科目は、図 2 のカリキュラ

ムフレームワーク上に記されているように、それぞれ３つ程度、その講義で・演習などで

目指す資質能力目標規準を選択する（○印）。その規準を図 4 と図 5 にあるレベル別の指標

と重ね合わせて、その講義等で目指すゴールを設定する。履修者が、現職院生が多い場合

やストレート院生が多い場合など科目特性も考慮してゴールを設定する。そして、その上

で、ゴールの獲得に関わって、履修の入口で求められる力から優れた獲得の姿までをルー

図４ コア・スタンダード（レベル別）

図５ 教師像３（専門性）スタンダード（レベル別）



ブリックに示す）。アセスメントガイ

ドブックは、その役割を果たすため

に編集されたものであり、科目ごと

のルーブリックを収録している（図

６参照）。教員は、指導をする際に、

ルーブリックに記されている姿の獲

得と関わって、各科目の活動の意味

や、獲得する必要がある内容を説明

し、評価時も、その姿が達成されて

いることを確認して評定をするよう

にしている。院生は、その記されて

いる姿の獲得を証明するために、各

課題などをこなし、エビデンスをも

って評価（その評定）に値すること

を教員や院生間に示すことが求めら

れる。これは指導と評価の一体化に

応えていく工夫であり、院生に能動

的な学びを提供できるように工夫さ

れたものである。

４ 180 分授業：講義と演習方式を 効果的に結びつける時間割の編成

2 年間のこれまでの取組を通じて、講義・演習・実習が同じ週に日時を変えて展開され

ていると、その間の指導においても、学習活動においても、あまりにも煩雑になることが

確認された。また時間的にも、90 分の中では、院生参加型による様々な方法を用いた講義

（ロールプレー型、ケースベース型、ワークショップ型ほか）が、理論と実践を往還しな

がら行いにくいこともあった。さらに電子ポートフォリオを通じて履修過程での学びの振

り返りも、履修科目が多い場合、十分に時間確保ができにくいことから、大きく時間割を

変更することになった。具体的には、各講義の時間を 2 時間（180 分）連続でとり、8 週を

確保し、演習や実習と重なる時期を作らない時間割編成を行うことにし（年間スケジュー

ル表を作成）、平成 22 年度 4 月から行っている。

５ 実習とスクールサポートの連携

そして、上記の時間割編成の変更に伴い、毎週金曜日を、年間を通して子どもや学校の

姿を学ぶために、スクールサポート日として設定し、教育実習に相当する学校実践ⅠⅡⅢ

Ⅳと連携して学校フィールドにおける体験的な場と時間の確保を行うことにした。また、

図６ 科目ごとに書かれているルーブリック



このスクールサポート日を、奈良県のディア・ティーチャープログラムとも一部連携させ、

大学院・学校（連携協力校）・教員委員会、の 3 者の協力指導体制をより強化し、実践的な

指導を行っている。

６ 授業力到達度試験の実施と実習に向けた指導の連携

また、本教職大学院は、入試においても模擬授業を課し、実践的な感覚、対応力などの

素地を見てきたが、大学院の学びの期間において、定期的に「授業力到達度試験を実施し、

続く実習に向けた指導の連携」を図る取組をし、とりわけ授業力に焦点化してきめ細やか

な指導を試みている（授業力評価基準を活用して試みている：図 7 参照）。まず、M1 の学

習活動が始まるスタート時に、入学時点での授業力を評価し、各院生に自分の課題を見つ

めさせ、続く学校実践Ⅰ（小学校観察および院生チームで行う授業実践：60 時間以上）、

学校実践Ⅱ（中学校観察および院生チームで行う授業実践：60 時間以上）で学び取る目標

を明確にさせる工夫をしている。次に、学校実践ⅠとⅡの成果及び、学校実践Ⅲ（課題探

索的な実習：120 時間以上）に入る準備状況を見るために、入学後 2 度目の授業力到達度

試験の実施し、模擬授業を通じて、獲得していることと課題を院生自身に明らかにさせて

いる。そして各院生の授業力の情報を教員組織全体で共有し、指導教員チームを中心に、

学校実践Ⅲに入る前の実習事前指導を組織的に行っている。さらに学校実践Ⅲ終了時点で

も、その到達度を図り、学校実践Ⅳ（課題解決的な実習：120 時間以上）に向けた次の課

題を明確にする試験の実施も試みている。

図７ 授業力評価基準表



７ 授業ごとのポート

フォリオと学期ごとのポー

トフォリオ

教員（集団）と院生が互

いに、身につけた力の獲得

状況を、各講義・演習ごと

に確認しながら進めていく

指標を示したアセスメント

ガイドブックを参照しなが

ら、その学習過程時と学習

結果時に習得事項まとめて

いくために、電子ポートフ

ォリオの活用も行

っている。これは、

2 種類有り、１つ

は、各授業（科目

ごと）とのポート

フォリオと呼ばれ

るもの（形成的な

振り返り・評価機

能を持たせたポー

トフォリオ：図 8

参照）であり、毎

回履修した後、そ

の学びを振り返っ

て表現していくも

のである。この学習過程における指導をより効果的に進めていくために、全教員で院生の

書き込みに対して随時コメントを返し、指導と評価の一体化をより進めること、を試みて

いる。2 つめは、学期ごとのポートフォリオと呼ばれているもの（定期的に総括的な振り

返りを導き、評価機能を持たせたポートフォリオ）であり、各学期末に、各講義・実習・

演習で獲得してきた力を総合して振り返る活動（コア・スタンダードと 3 つの教師像の大

枠を決めている評価スタンダードに即して）を指導教員と共に進めていくことが試みられ

ている（図９参照）。

８ 成果の公表の工夫：ニュースの発行、研究発表会、研究紀要の発行

図８ 授業ごとのポートフォリオ

図９ 学期ごとのポートフォリオ



各院生の学びの成果を内外に発信していくために、定期的に教職大学院ニュースを発行

し、県内全ての学校、及び全国の教職大学院等へ発送を行っている。また、学校実践Ⅲ及

び学校実践Ⅳ修了時点で、各連携協力校の管理職、指導教員、教育委員会から人を招き、

学びの成果発表会を開催し、結果の評価を問うと共に、指導の改善に活かす試みをしてい

る。さらに、奈良教育大学教職大学院紀要「学校教育実践研究」（ISSN 1883-6585）を毎年

発刊（すでに第 1 号と第 2 号は発刊済み）し、院生が、自分の実践が変わり、実践力が身

についている成果をエビデンスを示しながら論文や報告の形で述べる機会を作っている。

おわりに

以上、奈良教育大学教職大学院では、学習者の学びの姿（動線）に視点を当てて、上記

の８つの特徴を持って、カリキュラムと指導体制の工夫を行い、様々なキャリアや関心を

持つ院生に対応できるように「学士課程・教職課程での学びと教職大学院の学びの効果的

な連携」に意識的に取り組んでいる。


